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説明事業

私立高校生修学及び被災児童生徒就学等支援基金積立金

戦略項目

担当名:担当名:高等学校担当

平成２１年度高等学校授業料減免事業等支援臨時特例交付金交

付要綱など

06　　　時代に応え未来を拓く人材育成

020105　私学教育の振興

予算額

決定額 9,0839,083

前年額 14,09414,094

9,0839,083

14,09414,094

△5,011△5,011

前年との
対比

財　　源　　内　　訳

財産収入
一般財源

番号

私立高校生修学及び被災児童生徒就学等支援基金積立金

１　事業の概要

　経済的理由、または東日本大震災により就学が困難と

なった世帯の幼児児童生徒に対し、教育機会を確保する

ために実施する事業の推進を図るため設置する私立高校

生修学及び被災児童生徒就学等支援基金に、運用益を積

み立てる。

積立金　9,083千円

２　事業主体及び負担区分

（国10/10、県0）

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

9,500千円×0.2人=1,900千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　私立高校生修学及び被災児童生徒就学等支援基金の運用益を同基金に積み立てる

（２）事業計画
　　・基金は国の高等学校授業料減免事業等支援臨時特例交付金及び被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金を原資とす
　　　る。
　　・依然として経済状況は厳しく、震災の影響もあることから、当面、平成26年度まで基金を継続する。

（３）事業効果
　　　基金を積み立てることによって、経済的理由、または東日本大震災により就学が困難となる世帯の幼児児童生徒に
　　対する支援を安定的に行うことができる。

　・私立高校生修学支援
　　　埼玉県における経済的理由による退学者は減少傾向にあり、「1校あたり退学者数」は全国と比較して小さい値と
　　なっている（平成24年度1校当たり退学者数：埼玉県　0.13　全国　0.37）。

　　なっており、学校の安定経営にも寄与している。
　　　また、父母負担軽減の充実により、平成24年度の県別の定員充足率(入学者数／入学定員)は104.1％で全国第1位と

　　　[経済的理由による退学者数：平成22年度　10人　平成23年度　6人　平成24年度　6人]

　・被災児童生徒就学等支援
　　平成24年度実績　　幼稚園　　　　…88名に対し、総額13,668千円の補助を実施
　　　　　　　　　　　小中高等学校　…6名に対し、総額2,900千円の補助を実施
　　　　　　　　　　　専修・各種学校…24名に対し、総額7,978千円の補助を実施

(単位：千円)

分野施策


